　清須市赤ちゃん訪問事業実施要綱
（趣旨）

第１条　この告示は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１０の２の規定に基づき、市が実施する赤ちゃん訪問事業（以下「事業」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　⑴　こどもおむつ券　子育てを支援するため、市長によって給付される金券をいう。
　⑵　特定事業者　特定取引を行い、受け取ったこどもおむつ券の換金を申し出ることができる事業者として登録された者をいう。
　⑶　特定取引　こどもおむつ券を対価の弁済手段として使用したおむつ（乳幼児用のものに限る。）の購入をいう。
（対象家庭）

第３条　事業の対象となる家庭（以下「対象家庭」という。）は、市内に住所を有し、かつ、次の各号に掲げる乳児（以下「対象乳児」という。）のいずれかが属する家庭とする。

　⑴　生後５月に達する日において住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定に基づき清須市住民基本台帳（以下「清須市住民基本台帳」という。）に記録されている乳児
　⑵　生後９月に達する日において清須市住民基本台帳に記録されている乳児
（事業の内容）

第４条　事業の内容は、対象家庭を訪問し、次に掲げる事項を行うこととする。

⑴　乳児及びその保護者の心身の状況、養育環境等の把握
⑵　育児等に関する不安及び悩みの聴取並びに相談
⑶　子育て支援に関する情報提供
⑷　こどもおむつ券の給付
⑸　支援が必要な家庭に対して提供するサービスの検討及び関係機関との連絡調整
⑹　その他市長が必要と認める事項
（訪問員）

第５条　対象家庭への訪問（以下「訪問」という。）は、母子保健推進員（以下「訪問員」という。）が行うものとする。

２　訪問員は、清須市母子保健推進員設置規則（平成１９年清須市規則第３６号）第５条に規定する身分証明書を携帯し、対象家庭に提示しなければならない。

３　訪問員は、訪問後に、赤ちゃん訪問事業記録票を作成しなければならない。
（訪問の期間）

第６条　訪問は、次の各号に掲げる対象家庭の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間に行うものとする。ただし、市長がやむを得ないと認める理由がある場合は、この限りでない。

⑴　第３条第１号に掲げる対象乳児が属する対象家庭　当該対象乳児が生後６月に達する日の属する月の初日から当該月の翌月の末日まで
⑵　第３条第２号に掲げる対象乳児が属する対象家庭　当該対象乳児が生後１０月に達する日の属する月の初日から当該月の翌月の末日まで
（こどもおむつ券の額面等）

第７条　こどもおむつ券の１枚当たりの額面は１，０００円とし、当該こどもおむつ券５枚を１単位とする。

　（こどもおむつ券の使用範囲）

第８条　こどもおむつ券は、特定事業者との間における特定取引においてのみ使用することができる。

（こどもおむつ券の給付等）

第９条　こどもおむつ券の給付を受けることができる者（以下「給付対象者」という。）は、対象乳児の保護者であって、訪問を受けたものとする。

２　市長は、訪問の際に、給付対象者にこどもおむつ券１単位を給付するものとする。

３　こどもおむつ券の給付を受けた給付対象者は、質問票兼受領書を市長に提出しなければならない。

（こどもおむつ券の使用期限）

第１０条　こどもおむつ券を使用することができる期限は、次の各号に掲げるこどもおむつ券の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日までとする。ただし、市長がやむを得ないと認める理由がある場合は、この限りでない。

⑴　第６条第１号に定める期間に行う訪問において給付されたこどもおむつ券　対象乳児が生後１１月に達する日の属する月の末日
⑵　第６条第２号に定める期間に行う訪問において給付されたこどもおむつ券　対象乳児が生後１年３月に達する日の属する月の末日
（特定事業者の登録等）

第１１条　市長は、特定事業者を募集し、応募した事業者を登録簿に記載して登録するものとする。

（特定事業者の責務）

第１２条　特定事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

⑴　こどもおむつ券の使用を拒んではならないこと。
⑵　こどもおむつ券の交換、譲渡又は売買を行ってはならないこと。
⑶　市と適切な連携体制を構築すること。
２　市長は、特定事業者がこの告示の目的に反する行為を行ったときは、当該特定事業者の登録を取り消すことができる。

（こどもおむつ券の換金手続）

第１３条　市長は、特定取引が行われた場合は、当該特定取引に係る特定事業者に対し、そのこどもおむつ券の額面金額に相当する額の金銭を支払うものとする。

２　前項の場合において、特定事業者は、請求書に特定取引において受け取ったこどもおむつ券を添えて、当該特定取引を実施した日の属する月の翌月の１０日までに市長に提出しなければならない。

３　第１項の規定による金銭の支払は、口座振込の方法により行うものとする。
　（不当利得の返還）

第１４条　市長は、偽りその他不正の手段によりこどもおむつ券の給付を受けた者（以下「返還対象者」という。）があるときは、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める措置を講ずるものとする。

⑴　返還対象者がこどもおむつ券を使用していない場合　返還対象者に当該こどもおむつ券の全部の返還を求めること。

⑵　返還対象者がこどもおむつ券を使用した場合　返還対象者に当該こどもおむつ券を使用した額に相当する額の金銭の返還を求めるとともに、未使用のこどもおむつ券の全部の返還を求めること。
（ケース対応会議）

第１５条　市長は、訪問の結果、対象家庭に対する支援の実施について検討する必要があると認める場合は、ケース対応会議（以下「会議」という。）を開催し、対応を協議するものとする。

２　会議は、次に掲げる者をもって構成する。

　⑴　訪問員
　⑵　健康福祉部こども家庭課の職員
　⑶　その他市長が必要と認める者
（要保護児童対策地域協議会への報告）

第１６条　市長は、前条の規定による協議の結果、対象家庭に対する支援を実施する必要があると認める場合は、清須市要保護児童対策地域協議会に速やかに報告するものとする。

（雑則）

第１７条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
１　この告示は、令和６年４月１日から施行する。
２　改正後の清須市赤ちゃん訪問事業実施要綱の規定は、この告示の施行の日以後に出生した対象乳児が属する対象家庭について適用し、同日前に出生した対象乳児が属する対象家庭については、なお従前の例による。

